
北区大規模水害避難行動支援計画策定に係る 

第 1 回検討委員会 

議事次第 

 

日時：令和 3 年 8 月 24 日(火)18：00～19:30 

場所：北とぴあ 901 会議室 

Zoom：

https://us02web.zoom.us/j/83272523057?pwd=ZWlROTd

mT3NNa2xCUWdDdUU0K0VQdz09 

 

１． 開会 

（1） 挨拶 

（2） 委員委嘱（席上配付） 

（3） 委員紹介        （資料 1） 

（4） 検討委員会設置要綱について     （資料 2） 

（5） 委員長選出 

（6） 副委員長選出 

 

２． 議題 

（1） 国等の動向・支援計画の策定方針・目次構成案   （資料 3） 

（2） 委員会スケジュールと協議内容     （資料 4） 

（3） 北区の現状と課題       （資料 5） 

（4） 区民意識調査の実施方針      （資料 6） 

（5） 施設等入所者の避難の在り方     （資料 7） 

 

３． その他 

 

４． 閉会（挨拶） 

 

【配付資料】 

資料 1：検討委員会委員名簿 

資料 2：検討委員会設置要綱 

資料 3：国等の動向・支援計画の策定方針 

資料 4：検討委員会スケジュール 

資料 5：北区の現状と課題 

資料 6：区民意識調査の実施方針 

資料 7：要配慮者利用施設の避難確保計画作成における課題 

https://us02web.zoom.us/j/83272523057?pwd=ZWlROTd


区分 № 氏名 第1回検討委員会出欠 所属・役職 備考

1 加藤　孝明 対面参加 東京大学生産技術研究所教授

2 早坂　聡久 対面参加 東洋大学ライフデザイン学部准教授

3 浅野　幸子 対面参加
減災と男女共同参画研修推進センター代表
早稲田大学地域社会と危機管理研究所 招聘研究員

4 石倉　健一 対面参加
北区町会自治会連合会
（堀船町会自治会連合会会長）

地域（支援等関係者）

5 田中　義正 web 北区民生委員児童委員協議会会長 地域（支援等関係者）

6 堀　雅洋 web
地域包括支援センター
（みずべの宛高齢者あんしんセンター）

高齢者（支援等関係者）

7 大場　栄作 対面参加
北区ケアマネジャーの会
（地域ケアセンターわかば 所長）

高齢者（支援等関係者）

8 井上　良子 web ＮＰＯ法人ピアネット北理事長 障害者（支援等関係者）

9 中村　猛 web
ＮＰＯ法人北区精神障害者を守る家族会
飛鳥会

障害者（支援等関係者）

10 安楽　順子 web
北区訪問看護ステーション連絡協議会副会長
（医師会訪問看護ステーション）

保健医療（支援等関係者）

11 小宮山　庄一 対面参加 危機管理室長 防災

12 飯窪　英一 対面参加 健康福祉部健康福祉課長 避難行動要支援者

13 岩田　直子 対面参加 健康福祉部高齢福祉課長 高齢者

14 田名邉　要策 対面参加 健康福祉部障害福祉課長 障害者

東京都北区大規模水害避難行動支援計画策定に伴う検討委員会委員

学識経験者

庁外関係者

行政

資料１



 
資料２ 

北区大規模水害避難行動支援計画 

策定に係る検討委員会設置要綱 

 

３ 北 危 防 第 １ ６ ０ ４ 号 

令 和 ３ 年 ７ 月 ３ ０ 日  区 長 決 裁 

（設置） 

第１条 東京都北区における「北区大規模水害避難行動支援計画」（以下「支援

計画」という。）を策定するに当たり、避難に課題がある者を分析・類型化し、

策定に必要な事項を検討するため、支援計画策定に係る検討委員会（以下「検

討委員会」という。）を設置する。 

 

（所掌事項） 

第２条 検討委員会の主な所掌事項は次に掲げる事項とし、検討委員会はその

検討結果を区長に報告する。 

（１）支援計画策定についての検討に関すること。 

（２）前号のほか、支援計画策定に関して関連する検討が必要な事項。 

 

（構成） 

第３条 検討委員会は、区長が委嘱又は任命する委員をもって組織し、委員の

構成は、別表のとおりとする。 

２ 前項に掲げる者のほか、区長は必要に応じて臨時委員を置くことができる。 

 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、検討委員会が第２条の規定による報告を完了したとき

に満了する。 

２ 区長は、委員が欠けたときは、委員を補充する。 

３ 前条第２項の臨時委員の任期は、区長が別に定める。 

 

（委員長及び副委員長） 

第５条 検討委員会に、委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により選出する。 

３ 委員長は委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故のあるとき又は委員長が欠け

たときは、その職務を代理する。 
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（会議） 

第６条 検討委員会は、委員長が招集する。 

２ 検討委員会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができな

い。 

３ 検討委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは委員長

の決するところによる。 

４ 委員長が必要と認めるときは、検討委員会の委員以外の者を出席させ、意

見を聴くことができる。 

 

（事務局） 

第７条 検討委員会の事務局は、危機管理室防災・危機管理課に置く。 

 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、検討委員会の運営に関する事項その他

必要な事項は、委員長が別に定める。 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年７月３０日から施行する。 

 

（要綱の失効） 

２ この要綱は、第２条の規定による報告が行われた日限り、その効力を失う。 
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別表（第 3 条関係） 

 学識経験者                                ３名 

 地域代表                                  2 名 

 高齢者支援等関係者代表           ２名 

 障害者支援等関係者代表          ２名 

 保健医療支援等関係者代表         1 名 

 危機管理室長 

 健康福祉部健康福祉課長 

 健康福祉部高齢福祉課長 

 健康福祉部障害福祉課長 
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国等の動向・支援計画の策定方針・目次構成案 

１．国等の動向 
（１） 災害対策基本法の改正について 

  近年、風水害の激甚化・頻発化、巨大地震の切迫、少子高齢化・国際化などにより、要配慮者への災

害に対する脆弱性が高まる中、より強固で柔軟な避難支援体制の構築が求められている。 
  水害による被害事例では、避難行動要支援者名簿（H25 年作成義務化）の普及が進んだものの災害

による高齢者被害が発生していること、本来避難すべき避難勧告の趣旨や避難勧告・指示の違いが理

解されず、逃げ遅れにより被災する者が多数発生していることが問題点として挙げられた。 
  これらを背景に、「令和元年台風第 19 号等による災害からの避難に関するワーキンググループ」お

よび二つのサブワーキンググループにて制度的な検討が行われた結果、令和３年５月「災害対策基本

法等の一部を改正する法律」にて、個別避難計画作成が努力義務化、避難勧告・指示が一本化された。 
【ポイント】 ① 情報に基づく避難行動について、地域住民が考えておく必要性 

② 円滑かつ迅速な避難の確保及び災害対策の実施体制の強化 

③ 「公助」のみならず、「自助」、「共助」の強化 

 
（２） ガイドラインなどの公表について 

近年内閣府等から公表された、水害避難や避難行動要支援者の避難に関する考え方等を整理した。 
① 「水害からの広域避難に関する基本的な考え方（令和３年５月 10 日）」※参照：別紙１ 

（http://www.bousai.go.jp/fusuigai/suigai_kouikihinan/index.html） 

  広域避難計画の策定に至ってはいない市区町村が参考とすべき情報 

  広域避難の考え方等、検討手順、先進事例、要配慮者の広域避難に係る避難確保計画、非常災害対

策計画、個別避難計画の関係性、避難行動要支援者の把握・広域避難支援や自動車移動の事例 

② 「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（令和３年５月改定）」※参照：別紙２ 

（http://www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/youengosya/r3/index.html） 

  令和３年５月の災害対策基本法改正を踏まえ改訂 

  災害発生時に「誰ひとり見逃さない」という目標が設定 

③ 「福祉避難所の確保・運営ガイドライン（令和３年５月改定）」※参照：別紙３ 

（http://www.bousai.go.jp/taisaku/hinanjo/r3_guideline.html） 

  区市町村が行う、災害発生前及び災害発生後の福祉避難所の確保・運営を行うための指針 

  避難行動要支援者名簿・個別避難計画等による福祉避難所の受入人数の把握、指定福祉避難所の受

入調整 

④ 「新型コロナウイルス感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練ガイドライン （第３版、令和

３年６月 16 日）」※参照：別紙４ 

（http://www.bousai.go.jp/taisaku/pdf/corona_hinanjo03.pdf） 

  新型コロナウイルス感染症の拡大により、災害時の避難所運営が課題 

  被災者及び避難所運営者の感染拡大防止策を提示 

http://www.bousai.go.jp/fusuigai/suigai_kouikihinan/index.html
http://www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/youengosya/r3/index.html
http://www.bousai.go.jp/taisaku/hinanjo/r3_guideline.html
http://www.bousai.go.jp/taisaku/pdf/corona_hinanjo03.pdf
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２．東京都北区 大規模水害を想定した避難行動の基本方針より 
「避難の心得五か条」における「基本方針５：誰ひとり取り残されないようにするために、周囲の人

に手を差し伸べましょう、差し伸べてもらえるようにしましょう」の実現のため、45 ページに、令和

３年度以降に避難行動支援計画の策定を予定するとし、その際、検討を予定している主な課題をあげて

いる。 
 
３．支援計画の策定方針 
（１） 支援計画策定のポイント 

  「誰ひとり取り残されない避難」を目指すために、避難時に課題がある住民を類型化し、段階ご

とに必要な支援を整理したものとする。 
  自助・共助・公助の関係性や、要配慮者・支援者双方の役割分担が明確化されており、いざとい

うとき準備や避難行動を実行しやすいものとする。 
  個別避難計画の作成だけでなく、計画を活用した訓練の実施・検証や、適切な計画の更新等につ

いても整理し、PDCA サイクルの確立を目指す。 
  法律や、公表されている基本方針・ガイドラインの内容を踏まえた内容とする。 

 

（２） 支援計画作成後の取組イメージ 

  基本方針および支援計画が策定された後は、優先度が高いと区が判断した住民について、地域の

実情を踏まえながら、法改正後から５年程度で、個別避難計画の作成を進める。 
  基本方針・支援計画を普及し、個別避難計画の作成をさらに推進する。 
  また、個別避難計画に基づく訓練の実施や、作成済みの計画の見直しの促進、個別避難計画作成

の新規対象者への作成促進などを継続的に実施し、誰ひとり取り残されない避難を目指す。 
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【参考】避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（18 ページ） 
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４．支援計画の目次構成案 

 

分類 No. 大項目（案） 主な内容（案） 

基
本
的
事
項 

① 支援計画の目的 
・支援計画策定の背景と目的。 

・「誰ひとり取り残されない避難」の重要性の共通認識。 

② 
北区の基本的な避難行動 

の在り方 

・大規模水害を想定した避難行動の基本方針の概略説明。 

・基本方針で示す「居住地域のセグメント」も考慮し、北区の地域

特性を踏まえた避難行動の在り方。 

③ 
避難行動要支援者と 

避難支援等関係者の範囲 

・避難行動要支援者の対象範囲。 

・避難行動要支援者を類型化し、避難行動時の留意点を整理。 
・避難支援等関係者の対象範囲。 

名
簿 

④ 
避難行動要支援者名簿の 

作成と活用 

・名簿の登録対象範囲や登録普及策。 

・平常時及び災害時の名簿の活用方策。 

個
別
避
難
計
画 

⑤ 
個別避難計画の作成と 

活用 

・個別避難計画作成までの段取り・ステップ。 

・個別避難計画の作成にあたって、対象となる要支援者の範囲や、

支援者の選定、実際の計画作成方法など。 

・平常時及び災害時の個別避難計画の活用方策。 

・個別避難計画のひな形。 

・（仮）地域調整会議の設置。 

そ
の
他
避
難
支
援 

⑥ 
避難確保計画の作成と 

活用 

・要配慮者利用施設入所者における基本的な避難方針。 

・避難確保計画の作成方針。 

・避難確保計画を活用した訓練の実施。 

⑦ 災害時における避難支援 

・避難支援の基本的な考え方、支援者の責任など。 

・避難支援等関係者の役割。 

・要支援者への情報伝達の在り方。 

・自助でできることと、支援者や地域住民が共助として支援できる

こと。 

・公助として行政ができること。 

・災害時に向けて、要支援者、支援者で平常時から準備すべきこ

と。 

⑧ 避難所における避難支援 

・水害に備えた避難施設の設置と運営の在り方。 

・福祉避難所の設置と運営の在り方。 

・避難所における要支援者への対応方針。 

⑨ さらなる避難支援の取組 
・支援者・要支援者や行政などを含む訓練の提案。 

・避難支援を踏まえたマイ・タイムライン作成講座の紹介。 
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【参考】 
区の支援計画に記載すべき事項を盛り込んだ目次構成とするため、下記に示す島根県松江市の避難行

動要支援者全体計画（R2.1）の構成を参考とした。 
（https://www1.city.matsue.shimane.jp/anzen/bousai/mimamori/） 
◆参考としたポイント 
①「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（内閣府、R3.5）」の構成とも概ね整合するも

のである点。 
②区の支援方針に記載すべき内容である、地域特性を考慮した記載や、避難所運営の記載が含まれてい

る点。 

 

 

基本的事項の整理 

要支援者名簿の関連事項 

個別避難計画の関連事項 

その他避難支援などについて 

https://www1.city.matsue.shimane.jp/anzen/bousai/mimamori/


1 

はじ めに 

近年、 気候変動等の影響により 災害が激甚化・ 頻発化し 、 平成 3 0 年７ 月豪雨、 令和元年東日本台風

（ 台風第 1 9 号）、 令和２ 年７ 月豪雨など、 こ れまでの想定を 超える災害が全国各地で頻繁に生じ てい

る。 一市町村の中で住民の避難を 完結するこ と が困難と なるよう な広域的な災害が増加し ている こ と か

ら 、 他の市町村等へ行政界を 越えた避難（ 以下「 広域避難」 と いう 。） の必要性が指摘さ れている 。  

特に平成 2 7 年 9 月関東・ 東北豪雨では、 広域避難の検討が事前になさ れていなかっ たこ と が課題と

し て挙げら れ、中央防災会議の下に設置さ れた水害時の避難・ 応急対策検討ワーキンググループ 1 で検討

を 行い、 平成 3 0 年３ 月に、 三大都市圏の海抜ゼロメ ート ル地帯を 中心と し た地域における、 数十万人

以上が行政界を 越えて行う 大規模な広域避難の全体像や広域避難計画を 策定するための具体的な手順等

2（ 洪水・ 高潮氾濫から の大規模・ 広域避難に関する基本的な考え方。 以下「 平成 3 0 年報告」 と いう 。）

が示さ れた。  

 こ れら の検討と 並行し て、 首都圏においては、 江東 5 区広域避難推進協議会、 利根川中流４ 県境広域

避難協議会、 中京圏においては、 東海ネーデルラ ンド 高潮・ 洪水地域協議会、 木曽三川下流部 広域避難

実現プロジェ ク ト 等、 協議会の場で具体的な広域避難に関する 検討が進めら れていると こ ろ である 。  

 こ のよ う な中、 甚大かつ広範囲にわたる 被害が発生し た令和元年東日本台風において、 広域避難の課

題が顕在化し たこ と から 、 中央防災会議の下に設置さ れた「 令和元年台風第 1 9 号等による災害から の

避難に関する ワーキン ググループ 3 」（ 以下「 避難 W G 」 と いう 。） 及び内閣府における 有識者から なる 検

討会4（「 令和元年台風第 1 9 号等を 踏まえた避難情報及び広域避難等に関するサブワーキンググループ」。

以下「 SW G 」 と いう 。） にて検討が行われた結果、 災害発生前に大規模広域避難を 円滑に行う ための仕

組みの制度化に関し て、 令和２ 年１ ２ 月２ ４ 日にＳ ＷＧ の最終と り まと めが報告さ れた。  

本報告を 踏まえ、 令和３ 年に災害対策基本法の一部が改正さ れ、 災害が発生するおそれがある段階に

おける①国の災害対策本部の設置、 ②市町村長・ 都道府県知事による 広域避難の協議、 ③都道府県知事

によ る運送の要請に関する規定等が措置さ れた。  

こ のよう に広域避難の実効性を 確保する べく 様々な取組がなさ れている も のの、 広域避難を 検討する

すべての市町村において、 具体的な避難計画を 策定するまでには至っ ていない。 広域避難の実効性を確

保するためには、 今般措置する協議規定等の理解促進のみなら ず、 各地域において行政機関や公共交通

機関等の関係機関が、 平時から 顔の見える関係を 構築する と と も に、 地方公共団体において必要な検討

や協定の締結等を 進めていただく 必要がある 。  

1 水害時の避難・ 応急対策検討ワーキンググループ 

http://www.bousai .go.jp/fusuigai/suigaiworking/index.htm l 
2 洪水・ 高潮氾濫から の大規模・ 広域避難に関する基本的な考え方（ 報告）  

http://www.bousai .go.jp/fusuigai/kozuiworking/pdf/suigai/honbun.pdf 
3 令和元年台風第 19 号等による災害から の避難に関するワーキンググループ 

http://www.bousai .go.jp/fusuigai/typhoonworking/index.htm l 
4 令和元年台風第 19 号等を踏まえた避難情報及び広域避難等に関するサブワーキンググループ 

http://www.bousai .go.jp/fusuigai/subtyphoonworking/index.htm l

① 水害から の広域避難に関する基本的な考え方（ 令和３ 年５ 月10日）
別紙１

http://www.bousai.go.jp/fusuigai/suigaiworking/index.html
http://www.bousai.go.jp/fusuigai/kozuiworking/pdf/suigai/honbun.pdf
http://www.bousai.go.jp/fusuigai/typhoonworking/index.html
http://www.bousai.go.jp/fusuigai/subtyphoonworking/index.html
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本書は、 地方公共団体が広域避難の検討を 行う 際に活用し ていただく こ と を 目的と し て、 基本的な考

え方や検討手順、 先進事例等について、 と り まと めたも のである 。 本書を 参考に、 地方公共団体におい

て広域避難の検討が促進さ れる と と も に、 地域や住民が広域避難の必要性を 理解し 、 円滑な広域避難の

実施につながるこ と を 期待するも のである。  

また、 広域避難が実際に実施さ れた事例はまだ十分と は言えず、 地域における広域避難の具体的な検

討は途上段階にある 。 こ のため、 本書は各地域の広域避難の取組を 踏まえ、 今後、 適宜更新し ていく も

のである。  

なお、 地域の実情に応じ て、 より 高度または臨機応変に対応でき る計画を 策定し ている市町村におい

ては、 本書の記載に必ずし も 縛ら れる も のではない。  
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1 . 広域避難について 

1 . 1 . 広域避難の特徴 

避難情報の発令や避難先の確保等、 居住者、 滞在者その他の者（ 以下「 居住者等」 と いう 。） の円滑な

避難に関する検討は市町村ごと に行われるこ と が一般的である。 し かし ながら 、 想定し 得る最大規模の

降雨等が発生し た場合に、 市街地のほと んどが洪水浸水想定区域や高潮浸水想定区域、 土砂災害警戒区

域等の災害リ スク のある 区域と なる 市町村においては、 自市町村内に十分な避難先を 確保するこ と が困

難であるこ と 等から 、市町村及び都道府県の行政界を 越える よう な広域避難が必要な場合がある。また、

市町村全域が浸水想定区域ではないが、 飛地や離島などの地理的特性を 踏まえて、 市町村の一部地域か

ら 自ら の市町村内に避難する より も 、 行政界を 越えて近隣の他の市町村へ避難する 方がよ り 安全かつ合

理的な場合においても 、 広域避難を 検討するこ と が考えら れる 。  

 

こ のよう な広域避難は以下の特徴を 有し 、 こ れら の特徴を 理解し た上で広域避難の検討を する必要が

ある 。  

① 浸水想定区域等が広範囲に及ぶため、 長距離の移動が必要。  

② 受入れ先が他の市町村・ 都道府県と なるため、 事前の調整が必要。  

③ 利用する 避難手段に応じ て、 渋滞等の影響を 考慮し て避難のタ イ ミ ン グを 検討する こ と が重要。  

 

  

図 1 広域避難のイ メ ージ 
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1 . 2 . 広域避難の規模による分類 

本書では、 １ 頁「 はじ めに」 で記載し たと おり 、 広域避難を 「 他の市町村等へ行政界を 越えた避難」

と 位置づけている。 し かし ながら 一概に広域避難と いえども 、 その地域特性や対象と する 水害の規模、

公共交通機関の状況などに応じ て、 検討手順が異なっ てく る。  

 

主に大河川の下流域、 特にゼロメ ート ル地帯などの低平地において大規模な水害のおそれが生じ た場

合には、 数十万人規模以上の避難者が発生する こ と が想定さ れる 。 こ のよう な大規模な広域避難におい

ては、  

①大人数が広範囲に避難するこ と と なる。  

②公共交通機関が発達し ている も のの、 渋滞や運休等により 避難手段の確保が困難と なる。  

③関係者が多数にのぼり 調整先の特定も 難し く なる こ と に留意する 必要がある。  

 

一方で、 主に中小河川の流域で、 中小規模の広域避難を 実施する こ と が想定さ れる地域においては、  

①避難が小規模で交通手段も 限定的。  

②関係者も 少数で、 特定が比較的容易。  

③ただし 、 避難先と なり う る市町村が同様の災害リ スク を 抱えている場合や、 山間の地域で避難手段

が限定さ れる 場合も ある 。  

  

図 2 大規模な広域避難と 中小規模の広域避難の比較 
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こ れら の規模による 違いを 踏まえて、 広域避難の検討を 進める 必要がある 。  

いずれにし ても 、 広域避難の検討に関し ては、 まずは各市町村において必要性を 判定する こ と が重要

であるため、 まずは 1 1 頁「 2 . 広域避難の必要性の検討」 で示すフ ローに従っ て、 広域避難を 含む避難

の必要性を 判断し 、その後、大規模な広域避難を 検討する場合は「 3 . 大規模な広域避難の検討手順」を 、

中小規模の広域避難を 検討する場合は「 4 . 中小規模の広域避難の検討手順」 を それぞれ参照の上、 各地

域の状況を 踏まえた具体的な検討を 進めら れたい。  

 

 

 

  

 

○大規模な広域避難を 検討する 場合 

１ →２ →３ →５ →６  

（「 ４ ． 中小規模の広域避難の検討手順」 は飛ばし て「 ５ ． 平時における 関係機関の調整」 へ進む）  

 

○中小規模の広域避難を 検討する 場合 

１ →２ →４ →５ →６  

（「 ３ ． 大規模な広域避難の検討手順」 は飛ばし て「 ４ ． 中小規模の広域避難の検討手順」 へ進む）  
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1 . 3 . 広域避難に関する制度 

1 . 3 . 1 . 災害対策基本法等を 改正するに至っ た経緯 

近年、 水害が激甚化・ 頻発化し ているこ と を 踏まえ、 中央防災会議のワーキンググループや内閣府

が東京都と 共同で平成 3 0 年に設置し た「 首都圏における 大規模水害広域避難検討会」 等において、

首都圏における広域避難のあり 方等を 検討し てき た。  

こ のよう な中、 令和元年東日本台風では、 荒川下流域等で大規模広域避難の検討を 要する 状況と な

り 、 想定さ れたタ イ ミ ン グでの避難先・ 避難手段の確保が難し い等の課題が明ら かと なっ た。  

こ のため、 中央防災会議の下に、 こ れら の課題及び対応策を 検討する「 避難 W G」 が設置さ れ、 災

害発生前に広域避難を 円滑に行う ための仕組みの制度化が、令和 2 年度以降も 引き 続き 検討すべき 事

項と し て挙げら れた。  

こ れを 受け、 令和 2 年 6 月より 、「 SW G 」 において、 広域避難に関する 規定の整備等について議論

が進めら れ、 令和２ 年 1 2 月に方向性が示さ れた。 こ れを 踏まえ、 災害対策基本法およ び災害救助法

等の一部を 改正するに至っ たも のである（ 以下、災害対策基本法を「 災対法」、災害救助法を「 救助法」

と いう 。）。  

 

1 . 3 . 2 . 災害対策基本法等の改正内容 

・ 災害が発生する おそれがある 段階での国の災害対策本部の設置（ 災対法第 2 3 条の３ ～2 8 条の２ 関係）  

被害を 軽減する 上で重要な取組と なる 事前対策を 効果的に実施する ため、「 非常災害等が発生

するおそれがある 場合」 においても 、 関係機関間の総合調整や、 指定公共機関、 地方公共団体等

への指示及び協力要求を 行う こ と ができ る よ う 、 国の災害対策本部※を 設置する こ と ができ る こ

と と し た。 例えば、 特別警報を 発表する よう な台風が上陸する予報が出さ れ、 その進路や進路上

の地域の状況等から 大き な被害が生じ るおそれがあると き などに設置する こ と を 想定し ている。  

※緊急災害対策本部、 非常災害対策本部又は特定災害対策本部 

 

・ 災害が発生するおそれがある段階での広域避難の協議（ 災対法第 6 1 条の４ ～第 6 1 条の７ 関係）  

平時から 自治体間の協定締結の促進を 図り つつも 、 災害が発生するおそれがある段階における

広域避難等の円滑な実施を 確保するため、 災害発生後における対応を 規定する 広域一時滞在の協

議等（ 災対法第 8 6 条の８ 、 第 8 6 条の９ 及び第 8 6 条の 1 2 ） の規定を ベースに、 災害が発生

するおそれがある 段階においても 同様の措置ができ るこ と と し た。 具体的には、 協議を 受けた市

町村においては、 正当な理由がない限り 広域避難者を 受け入れる 必要があるこ と と し ている。 正

当な理由と し ては、 受入れ先市町村も 被災する予測が立つこ と や、 あら かじ め指定し た受入れ施

設の収容可能人数を 上回っ ているこ と 等が想定さ れる。  

なお、 既存の協定等がある場合には、 当該協定等に基づいて、 要避難者の受入れを 行う こ と が

可能であり 、 あら かじ め管内の施設の受入れ能力を 把握し た上で協定等を 締結し ておく こ と が望

まし い。   
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・ 災害が発生する おそれがある段階での居住者等の運送要請等（ 災対法第 6 1 条の８ 関係）  

平時から 自治体と 運送事業者間の協定締結の促進を 図り つつも 、 災害が発生するおそれがある

段階における広域避難等の円滑な実施を 確保するため、 災害発生後における対応を 規定する被災

者の運送（ 災対法第 8 6 条の 1 4 ） の規定を ベースに、 災害が発生する おそれがある段階におい

ても 同様の措置ができ る こ と と し た。 具体的には、 運送事業者である 指定公共機関又は指定地方

公共機関が、 正当な理由がないのに居住者等の運送の要請に応じ ないと き は、 都道府県知事はこ

れを 指示するこ と ができ るこ と と し ている。 正当な理由と し ては、 資機材の故障等により 運送を

行う こ と ができ ない場合や、 運送を 行う こ と が安全でない状況にある場合等が想定さ れる 。  

なお、災害が発生するおそれがある段階において居住者等の運送を 円滑に実施する観点から は、

運送事業者と 事前に協定を 締結し ておく こ と が特に有効である。  

 

・ 災害が発生するおそれがある段階での災害救助法の適用（ 救助法第１ ～2 条関係）  

国が災害対策本部を 設置し た場合において、 災害が発生するおそれがある 段階での災害救助法

の適用を 可能と し 、 広域避難の実施に必要と なる 避難所の供与や、 高齢者や障害者等で避難行動

が困難な要配慮者の輸送と いっ た救助を 都道府県知事等が行う こ と と する と と も に、 こ れら の救

助について国庫負担の対象と し ている 。なお、結果と し て災害が発生し なかっ た場合においても 、

実際に災害が発生し た際と 同様に、 災害が発生する おそれがある 段階で実施さ れた避難所の供与

や避難行動が困難な要配慮者の輸送に要し た費用については、 国庫負担の対象と なるこ と と し て

いる。  

 

こ れら の規定は、 広域避難等の円滑な実施を 確保する ために整備するも のである が、 規定そのも の

が平時から の調整・ 協議による協定の締結と 、 その協定に基づく 対応を 実施するこ と が望まし いと い

う 前提のも のである こ と から 、 制度改正のみで実効性が確保さ れるこ と はなく 、  

・ 平時から 避難先や避難手段について、 関係者間で話し 合い、 顔の見える 関係を 構築するこ と  

・ 平時から 住民等への周知啓発を 行い、 広域避難に対する社会機運を 高めるこ と  

などに取り 組んでいく 必要がある。  

 なお、 国の災害対策本部が設置さ れなければ、 市町村は広域避難が実施でき ないわけではなく 、 本

部設置の有無にかかわら ず、 広域避難が必要な場合には躊躇なく 実施する 判断が必要と なる。  

  



11 

第Ⅰ部 

避難行動要支援者名簿及び 

個別避難計画の全体像 

② 避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（ 令和３ 年５ 月改定）

別紙２
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第１  制度の概要 

１  避難行動要支援者名簿 
（ １ ） 平成25年の法制化の背景 

   東日本大震災の教訓と し て、障害者、高齢者、外国人、妊産婦等について、情報提供、

避難、 避難生活等様々な場面で対応が不十分な場面があっ たこ と を受け、 こ れら の者に

係る名簿の整備・ 活用を促進するこ と が必要と さ れたこ と から 市町村に避難行動要支援

者名簿の作成が平成25年の災害対策基本法（ 昭和36年法律第223号。 以下「 災対法」 と い

う 。 ） の改正により 、 義務化さ れた。  
 

（ ２ ） 運用状況を 踏まえた、 求めら れる改善事項 

   避難行動要支援者名簿に掲載さ れた情報が地域の避難支援等関係者（ 消防機関、 都道府県警察、 民生

委員法（ 昭和23年法律第198号） に定める民生委員、 社会福祉法（ 昭和26年法律第45号） 第百九条第一項に規定する市町村社会福祉協議会、 自主防災組織その他の避難支援等

の実施に携わる関係者。 以下同じ 。 ） にも 適切に提供さ れ、 災害時に当該情報が活用さ れるよう 、 こ れま

でも 当該名簿の作成に係る市町村の取組が進めら れてき た。 こ れにより 、 避難行動要支

援者名簿は、99. 2％（ 令和２ 年10月１ 日現在、消防庁調べ） の市町村で作成さ れている。  

し かし ながら 、「 令和元年台風第19号等を踏まえた高齢者等の避難に関するサブワー

キンググループ」 （ 以下「 サブワーキンググループ」 と いう 。 ） において、 課題と し て、

避難行動要支援者名簿の掲載対象者について、真に避難支援を要する者を正確に把握す

るこ と ができ ていない場合があるこ と や、災害対応の場面で名簿情報が十分に活用さ れ

たと 言える状況には至っ ていない場合があるこ と 、平時から の名簿情報の提供が進んで

いないこ と 等が示さ れた。 また、 今後の対応の方向性と し て、 避難行動要支援者名簿に

掲載すべき 者が掲載さ れないこ と を 防ぐ ため、 福祉専門職や町内会、 自治会など、 地域

の鍵と なる人や団体と 連携するこ と や、 名簿は避難支援、 安否確認、 発災後の生活支援

等に活用するこ と 、名簿情報の外部提供への同意を避難行動要支援者から 得るこ と に取

り 組むこ と が必要であるこ と などが示さ れた。  

以降の「 第Ⅱ部 避難行動要支援者名簿」 では、 こ う し た観点から 取り 組むべき 事項

を新たに追記し ている。  
 

 

２  個別避難計画 

（ １ ） 取組指針に基づく 個別避難計画 

   改定前の取組指針においては、 避難行動要支援者名簿の作成に併せて、 個別避難計画

を作成するこ と が適切であるこ と や、地域の特性や実情を踏まえつつ個別避難計画を作

成するこ と が望まし いこ と が示さ れていた。こ れに基づき 個別避難計画の作成が進めら

れ、 福祉専門職や社会福祉協議会が参画し た取組が行われる など、 自治体と 関係者と の

連携の在り 方は、 地域の実情に応じ て多様である。  

   個別避難計画の作成状況は、 名簿に掲載さ れている者全員について個別避難計画の作

成を 完了し ている 市町村は9. 7%、 掲載者の一部について作成が完了し ている 市町村は

56. 9%、 未作成の市町村は33. 4％と なっ ている。 （ 令和２ 年10月１ 日現在）  
 

（ ２ ） 運用状況を 踏まえた、 求めら れる改善事項 

    近年の災害においても 、多く の高齢者が被害に遭い、障害者等の避難が適切に行われ

なかっ た事例があっ た状況を 踏まえ、 災害時の避難支援等を 実効性のある も のと する
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ためには個別避難計画の作成が有効である。   

サブワーキンググループの最終と り まと めにおいて、 「 個別避難計画の作成につい

て、更に促進さ れるよう にするために、制度的な位置付けの明確化が必要である」 旨盛

り 込まれ、 令和３ 年の改正災対法においては、 個別避難計画の作成について市町村の

努力義務と いう 形で規定さ れた。  

個別避難計画の作成の詳細は第Ⅲ部以降で詳述するが、 特に以下の事項に留意する

必要がある。  

・ 個別避難計画の作成は、 市町村が主体と なり 、 実効性ある計画と するため、 地域防

災の担い手だけでなく 、 本人の心身の状況や生活実態を 把握し ている 福祉専門職や

地域の医療・ 看護・ 介護・ 福祉などの職種団体、 企業等、 様々な関係者と 連携し て

取り 組むこ と が必要である。 また、 当該市町村における関係者間での役割分担に応

じ て作成事務の一部を外部に委託するこ と も 考えら れる。  

・ 個別避難計画の作成に当たり 、 計画の実施に関係する 者が参加する会議（ 地域調整

会議） を 開催し 、 避難支援等に必要な情報を共有し 、 避難支援等に関する調整を 行

う こ と が望まし い。 こ れにより 、 共助による避難の取り 組みが推進さ れるこ と にも

つながる。  

・ 個別避難計画の作成に当たっ ては、 市町村の限ら れた体制の中で、 でき るだけ早期

に作成さ れるよう 、 優先度が高い方から 作成するこ と が適当であり 、 優先度が高い

と 市町村が判断し た者について、 地域の実情を踏まえながら 、 改正法施行後から お

おむね５ 年程度で取り 組んでいただき たい。  

・ 一方で、 でき る限り 早期に避難行動要支援者全体に計画が作成さ れるよう にするた

めには、 市町村が作成する個別避難計画と し て、 ①市町村が優先的に支援する計画

づく り と 並行し て、 ②本人や、 本人の状況によっ ては、 家族や地域において防災活

動を行う 自主防災組織等が記入する計画（ 以下「 本人・ 地域記入の個別避難計画」

と いう 。 ） づく り を 進めるこ と が適当である。  

・ 個別避難計画は、 より よい避難を 実現し よう と いう 趣旨のも のであっ て、 市町村

や、 個別避難計画作成の関係者等に対し て、 計画に基づく 避難支援等の結果につい

て法的な責任や義務を 負わせるも のではない。  

・ 都道府県が管内の市町村の取組を 共有でき る場を設け、 管内の市町村の事例や経験

の共有が図ら れるこ と 等により 、 市町村単独での取組と 比較し て効果的・ 効率的な

実施が期待さ れる。 こ のよう に都道府県の役割は重要であり 、 都道府県と 市町村で

対応について検討し 、 特に、 人材育成や関係団体と の調整など広域的に取り 組むこ

と が効果的・ 効率的と なる事項については、 都道府県の関与による個別避難計画作

成促進の取組を 実施するこ と が期待さ れる。  

 

３  避難行動要支援者名簿の範囲と 個別避難計画の対象者の範囲の関係     

災対法は、 「 自ら 避難するこ と が困難な者であっ て、 その円滑かつ迅速な避難の確

保を 図るために特に支援を 要するも の」 を 避難行動要支援者と し て、 その名簿を作成

し ておかなければなら ない」 と し ている。 今回の改正で、 その名簿情報に係る避難行

動要支援者ごと に、 個別避難計画を 作成するよう 努めなければなら ないと さ れたと こ

ろ であり 、最終的には、名簿に係る避難行動要支援者全てについて作成が必要と なる。  

し かし 、 「 65歳以上であるこ と 」 等避難能力に着目し ない要件を用いて名簿を作成
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し ている場合には、 避難能力や支援の要否について災対法で規定する避難行動要支援

者の要件に該当し ないも のも 名簿に記載又は記録（ 以下「 記載等」 と いう 。 ） さ れて

いるこ と が考えら れるため、 真に「 自ら 避難する こ と が困難な者であっ て、 その円滑

かつ迅速な避難の確保を図るために特に支援を要するも の」 を 対象と し て避難行動要

支援者の範囲を 設定し 、 避難行動要支援名簿を精査し 、 個別避難計画の作成に取り 組

んでいく こ と が適当である。  

 

４  個別避難計画と 地区防災計画の関係 
個別避難計画の作成は、 避難行動要支援者について、 関係者による 避難支援の確保

等を 図るため、 市町村が作成主体と なり 、 関係者や本人等の参画を 得て取り 組まれる

も のである。こ のため、地区内で個別避難計画が作成さ れている場合、地区住民等は、

地区防災計画の素案作成に当たり 、 個別避難計画において記載等さ れた避難支援の内

容を 前提と し て、 健康加齢者や避難行動要支援者も 含む地区住民等を 対象に、 避難そ

の他の防災の取組を 計画する必要がある。  

し たがっ て、 地区防災計画では、 個別避難計画で定めら れた避難支援を 含め、 地域

全体での避難が円滑に行われる よう 、 地域全体の中での避難支援の役割分担や支援内

容が整理さ れ、 両計画の整合性が図ら れると と も に、 避難訓練等で両計画の連動につ

いて実効性を 確認するこ と が重要である。 そのよう な観点から も 、 条例に特別の定め

がある場合を 除き 、 避難行動要支援者に個別避難計画の外部提供の同意を 得て、 個別

避難計画情報を 避難支援等に活用するこ と が重要である 。  

 

５  個人番号（ マイ ナンバー） の利用 
今般の災対法改正において、 行政手続における特定の個人を 識別するための番号の

利用等に関する法律（ 以下「 番号利用法」 と いう 。 ） も 改正さ れ、 避難行動要支援者

名簿及び個別避難計画の作成・ 更新事務について、 個人番号を利用するこ と ができ る

こ と と なっ た。  

こ れにより 、 市町村の事務の負担軽減及び効率化につながると と も に、 避難行動要

支援者名簿や個別避難計画への記載等し た事項の更新を 随時、 迅速に行う こ と が可能

と なり 、 避難行動要支援者本人にと っ ても 、 より 実効性のある避難支援等の提供を受

けるこ と が可能と なる。  

 
（ 参考） 避難確保計画及び非常災害対策計画等 

社会福祉施設等には、 円滑かつ迅速な避難を確保するため、 避難計画と し て避難確保計

画（ 水防法等） と 非常災害対策計画等（ 介護保険法等） の作成が義務付けら れている。  

＜参考＞ 

○避難確保計画関係 

・ 水防法（ 昭和24年法律第193号）  

・ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（ 平成12年法律

第57号）  

・ 津波防災地域づく り に関する法律（ 平成23年法律第123号）  

○非常災害対策計画等関係 

・ 指定介護老人福祉施設の人員、 設備及び運営に関する基準（ 平成11年厚生省令第39

号）              等 
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・ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく 指定障害者

支援施設等の人員、 設備及び運営に関する基準（ 平成18年厚生労働省令第172号）   

等 

・ 病院におけるＢ Ｃ Ｐ の考え方に基づいた災害対策マニュ アルについて（ 平成25年

９ 月４ 日医政指発0904第2号）    等 
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府 政 防 第 7 3 3 号 

消 防 災 第 8 3 号 

 健 感 発 0616 第 1 号 

環自総発第 2106141 号 

令和３ 年６ 月１ ６ 日 

        

各                      殿 

        

内閣府政策統括官（ 防災担当） 付 

参事官（ 地方・ 訓練担当）  

 消 防 庁 国 民 保 護 ・ 防 災 部 

防 災 課 長 

厚 生 労 働 省 健 康 局 

  結 核 感 染 症 課 長 

環 境 省 自 然 環 境 局 

総 務 課 長 

（ 公 印 省 略 ）  

新型コロナウイルス感染症対策に配慮した避難所開設・ 運営訓練ガイド ライン（ 第３ 版）  

について 

新型コロナウイルス感染症の現下の状況を踏まえ、 災害が発生し避難所を開設する場合に備えた

「 新型コロナウイルス感染症対策に配慮し た避難所開設・ 運営訓練ガイド ライン」 を発出し 、 避難

所運営訓練の積極的な実施により 、 避難所運営に際し ての手順や課題の確認等につと めること が望

ましいこと を周知し てきたと ころです。  

今般、 新たな知見を踏まえ内容を改訂しまし たので、 ガイド ライン（ 第３ 版） と して発出いたし

ます。 今般の改訂では、 保健所など関係機関との連携強化の観点について追加し たほか、 より わか

り やすく するための図表の充実等を行いました。  

 貴都道府県内の市町村防災担当主管部局に対し ても、 その旨周知し ていただきますよう お願いい

たします。 本件通知は、地方自治法（ 昭和 22 年法律第 67 号） 第 245 条の４ 第１ 項の規定に基づく

技術的助言であること を申し 添えます。  

＜連絡先＞ 
内閣府政策統括官（ 防災担当） 付参事官（ 地方・ 訓練担当） 付 

長谷川、 小寺 
 TEL 03-3503-2239（ 直通）  
消防庁国民保護・ 防災部防災課 
 中村、 青木 
TEL 03-5253-7525（ 直通）  

厚生労働省健康局結核感染症課 
加藤、 金川 
TEL 03-3595-2257（ 直通）  

環境省自然環境局総務課動物愛護管理室 
田口、 友野 
TEL 03-5521-8331（ 直通）  

都 道 府 県 

保健所設置市 

特 別 区 

防災担当主管部（ 局） 長 

衛生主管部（ 局） 長 

動物愛護管理担当部（ 局） 長 

④ 新型コ ロナウイ ルス感染症対策に配慮し た避難所開設・ 運営訓練ガイ ド ラ イ ン（ 第３ 版、 令和３ 年６ 月16日）

別紙４
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新型コ ロナウイ ルス感染症対策に配慮し た避難所開設・ 運営訓練ガイ ド ラ イ ン  

（ 第三版、 令和３ 年６ 月１ ６ 日）  

 

 新型コ ロナウイ ルス感染症の影響により 、災害時の避難所運営が課題と なっ ているが、

避難者はも ちろ んのこ と 、 避難所運営スタ ッ フ の感染をも 防止するため、 避難所と いう

密になり やすい空間の中で、感染拡大防止策を徹底するこ と が極めて重要と なっ ている。 

 

避難所の運営は、 地域ごと のマニュ アルによっ て差はあるが、 概ね下表のよう な班体

制（ 役割分担） でなさ れるこ と が多い。 新型コ ロナウイ ルス感染症対策については、 保

健・ 衛生・ 救護班、 情報班の役割が大き く 増大するこ と が想定さ れるが、 その他の担当

においても 、 何ら かの感染症対策が必要になっ てく るため、 それぞれの業務について、

シミ ュ レーショ ンを行い、 必要な人員数等の確認、 役割分担、 手順、 課題やボト ルネッ

ク を洗い出し ておく こ と が重要である。  

 

 避難所開設・ 運営訓練は、 避難所の開設・ 運営に際し 、 どのよう な業務が発生するか

と いう 観点から 訓練を行う こ と が通常であるが、 避難所開設・ 運営業務には、 大きく 分

けて、 避難所開設、 避難者受入、 避難所割振、 保健・ 衛生・ 救護、 情報受発信、 物資受

入・ 配布、 食料配布・ 炊出し 、 資機材・ 環境整備、 生活ルール策定、 避難所運営会議が

ある。 新型コ ロナウイ ルス感染症対策が求めら れる状況においては、 避難者受入れにお

いても 、体温や体調を事前に確認し たり 、換気や消毒の回数の増大などの業務が追加的

に発生するほか、 発熱・ 咳等のある人や濃厚接触者が出た場合の対応業務が新たに発生

し 、 やむをえず車両避難者（ 車中泊者） が増大するおそれから 車中泊者対応業務が増加

する。 また、 ペッ ト 連れの被災者の人命に関わる問題と し て、 飼い主が避難をためら わ

ずに、避難所で適切な飼養を行う こ と ができるよう ペッ ト 同行避難者の受入対応を整え

ておく こ と が必要と なっ ており 、それぞれに災害種別に応じ た訓練を行っ ておく こ と が

避難所運営の役割分担の例 
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重要である。  

 避難所の運営においては、 多様な人々への配慮のためにも 、女性の視点を取り 入れる

こ と が必要である。 避難所運営の意思決定の場への女性の参画、 性暴力・ DVの防止、 男

女ペアによる巡回警備、 複合的に脆弱な要素を持つ女性の困難の解消など避難所運営・

開設訓練においても 意識し 、 積極的に取り 組まれたい。  

 

 本ガイ ド ラ イ ンでは、 内閣府「 避難所運営ガイ ド ラ イ ン」（ 平成 28 年４ 月） 内のチェ

ッ ク リ スト における確認事項を前提と し つつ、 以下のそれぞれの業務ごと に、感染症拡

大防止の観点から 、訓練において確認すべき事項等を列記し ている。訓練の際には、「 避

難所運営ガイ ド ラ イ ン」 と 併せて、 本ガイ ド ラ イ ンを参照し 、 確認をさ れるこ と を推奨

する。  

感染症拡大のおそれのある中での自然災害対応においては、防災担当主管部局と 保健

福祉部局、 保健所、 消防等と の連携は一層強く 求めら れるも のであり 、 訓練を通し て関

係部局間の連携についての課題を確認でき るよう 、 訓練を企画・ 実施する際に、 自治体

の関係部局（ 防災担当主管部局、 保健福祉部局、 保健所、 消防等） や自主防災組織にお

いて、 本ガイ ド ラ イ ンを利活用さ れるこ と を期待する。  

 

１ ．  避難所開設 

２ ．  避難者受入 

３ ．  避難所割振 

４ ．  保健・ 衛生・ 救護 

特に、 発熱・ 咳等のある人や濃厚接触者が出た場合の対応 

５ ．  情報受発信 

６ ．  物資受入・ 配布 

７ ．  食料配布・ 炊き 出し  

８ ．  資機材設置・ 施設環境整備 

９ ．  生活ルール策定 

１ ０ ． ペッ ト 同行避難者への対応 

１ １ ． 車両避難者（ 車中泊者） への対応 

１ ２ ． 避難所運営会議 

 

 なお、 避難所内における業務を中心に訓練時の確認事項を 記載し ているが、 感染症

のおそれがある中、 やむを得ず車両避難（ 車中泊） をする避難者が増加するこ と が予

想さ れるため、食事、物資や情報の提供等、避難所外の避難者への対応についても 、予

め検討し ておく こ と も 重要であり 、 留意さ れたい。  

  



令和３年度

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

検
討
事
項

検
討
委
員
会

専
門
部
会

ヒ
ア
リ
ン
グ
会

業務実施方針（案）

■第１回（8月24日（火）18：00～19:30）
（１）支援計画策定の作成方針（１）
（２）支援計画の構成案（２）
（３）区民意識調査の実施方針（３）
（４）避難確保計画の作成と活用（２．⑥）

■第２回（11月上旬）
（１）支援計画たたき案の確認（２）
（２）避難行動要支援者と避難支援等関係者の範囲（２．③）
（３）避難行動要支援者名簿と個別避難計画の考え方（２． ④、⑤ ）
（４）避難確保計画の作成と活用（２．⑥）
（５）避難支援等関係者の役割の考え方（２．⑦）
（６）区民意識調査の具体的な内容（３）

■第３回（2月中旬）
（１）区民意識調査の結果（３）
（２）避難行動要支援者と避難支援等

関係者の範囲（２．③）
（３）避難支援等関係者の役割（２． ⑦）
（４）避難行動要支援者名簿

・個別避難計画の在り方（２． ④、⑤ ）
（５）自助・共助・公助それぞれの

避難支援の在り方（２．⑦）

□第２回（3月中旬）
（１）北区の地域特性を踏まえた避難行動の在り方（２．②）

（２）避難行動要支援者名簿の登録普及や活用（２．④）
（３）個別避難計画の作成方針（２．⑤）

（４）支援者と要支援者の支援関係構築（２． ④、⑤、⑦ ）

◆１．基礎調査・現状分析業務・課題の整理

②北区の基本的な避難行動の在り方

⑥避難確保計画の作成と活用

⑦災害時における避難支援

③避難行動要支援者と避難支援等関係者の範囲

④避難行動要支援者名簿の作成と活用

⑤個別避難計画の作成と活用

◆３．区民意識調査の実施・分析

◆２．支援計画の策定

●計画作成方針の検討 ●計画たたき案（骨子）作成 ●計画素案・様式作成

●調査内容の企画及び提案 ●アンケート実施●ヒアリング実施 ●集計・分析

資料４
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□第１回（10月上旬）
その１：セグメントごとの要支援者への個別ヒアリング
その２：主に要支援者の入居施設の管理者と対象としたヒアリング
その３：主に行政関係部署職員による検討会
・「避難行動要支援者と避難支援等関係者の範囲（案）」の整理（２．③）
・「避難行動要支援者名簿の作成と活用」 （２．④）



令和４年度

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

検
討
事
項

検
討
委
員
会

専
門
部
会

ヒ
ア
リ
ン
グ
会

業務実施方針（案）

■第４回（4月下旬）
（１）支援計画素案の確認（２）
（２）北区の地域特性を踏まえた避難行動の在り方（２．②）
（３）個別避難計画の作成方針（２．⑤）
（４）支援者と要支援者の支援関係構築（２．④、⑤、⑦）
（５）自助・共助・公助それぞれの避難支援の在り方（２．⑦）
（６）避難行動支援に係る取組の今後の進め方（２．⑤）
（７）要支援者を含めた避難訓練（２．⑨）

■第５回（6月下旬）
（１）これまでの検討経過の振り返り
（２）支援計画案の確認、意見聴取（２）
（３）北区の地域特性を踏まえた避難行動の在り方（２．②）

■第６回（9月下旬）
（１）支援計画案の確認（２）

□第３回（5月下旬）
（１）北区の地域特性を踏まえた避難行動の在り方（２．②）
（２）支援者と要支援者の支援関係構築（２．④、⑤、⑦）
（３）要支援者を含めた避難訓練（２．⑨）
（４）福祉避難所の在り方（２．⑧）

④避難行動要支援者名簿の
作成と活用

⑤個別避難計画の作成と活用

⑦災害時における避難支援

⑧避難所における避難支援

⑨さらなる避難支援の取組

●計画素案・様式作成 ●計画案作成

最終確認
◆パブリックコメントの実施

●意見の整理・反映●実施期間
成果品の提出

●資料準備

２

◆２．支援計画の策定

②北区の基本的な避難行動の在り方



北区の現状と課題

１ 北区の水害時の避難方針

・令和元年の台風第19号の関東地方上陸の経験・反省を踏まえ、住民の方が、荒川の氾濫を伴う大規模水害発生時にどのような状況と

なり、どこに避難したらよいか等を理解いただくため「大規模水害を想定した避難行動の基本方針」（令和2年3月）を策定した。

・また、北区では水害の種別に応じて、2パターンの避難場所を開設する。

・令和２年度は、基本方針の理解促進を図るため、シンポジウム・ワークショップ等を開催した。

● 「大規模水害を想定した避難行動の基本方針」

・荒川氾濫時の浸水想定区域は、

北区の東側半分に相当する。

→最大で約20万人の暮らす地域が浸水

・西側半分は高台で、浸水しない想定である。

・大型台風の接近等はあらかじめ予想でき、

避難までの時間がある程度確保できる。

高台への避難が基本的な考え方となる

・北区における浸水想定区域のうち、

大部分の地域が、2週間以上浸水が

継続すると想定されている。

緊急時以外は、

垂直避難は行わないことが

基本的な考え方となる

【避難の考え方】

①最も推奨する避難先：風雨が強くなる前に、北区に留まらず安全な知人・親族宅、

ホテル等に避難する。

②次に推奨する避難先：北区内に開設する高台の避難所に避難する。

③緊急時の避難先 ：高台へ移動する時間がない場合に限り、堅牢な建物の上階に

避難する。

● 水害種別ごとの避難場所

現 状

①想定される災害

→荒川・新河岸川・隅田川・石神井川

の氾濫、土砂災害

・想定される気象状況

→大型台風の関東地方上陸等

・開設する避難場所

→高台の小・中学校(22カ所)

高台の福祉施設を活用した福祉避難所等

②想定される災害

→石神井川の氾濫、土砂災害

・想定される気象状況

→線状降水帯、ゲリラ豪雨、

比較的小規模の台風

・開設する避難場所

→想定される被害地域付近の小・中

学校等（12か所）

・避難が必要な方に対し、十分な避難場所を確保できていない。

また、新型コロナウイルス感染症対策のためのゾーニング等

を実施できる十分なスペースを確保することが難しい。また、

福祉避難所等についても、同じように想定される避難者に対

し受け入れ場所が不足している。

・高台への避難経路が少なく、他自治体の住民が北区を通って

高台に避難すること等を考えると、移動の際に混雑・混乱が

懸念される。

・自力での避難が困難な住民の高台まで避難する移動手法が定

まっていない。

・「大規模水害時の避難行動の基本方針」及び区の避難方針が、

十分には住民の方に理解されていない。また、「大規模水害

時の避難行動の基本方針」の策定以降に制定された内閣府・

東京都の動向を踏まえ、避難方針を検討する必要がある。

問題・課題
～荒川等の氾濫を伴う大規模水害の発生が想定される場合～

支援計画への反映

・関連する支援計画の主な項目は下記と想定される。

No.② 北区の基本的な避難行動の在り方 他

２ 北区避難行動要支援者名簿

現 状

・平成25年の災害対策基本法の改正により、自治体に「避難行動要支援者名簿」の作成が義務化された。北区では「避難行動要支援者

名簿」平常のもの）を、年に１回避難支援等関係者に提供している。

● 名簿登録の対象者

①区が指定して自動で登録される住民（毎月更新）

・自力では避難が困難な者の要件を定義し、自動的に登録する。

【要件】要介護3～5、身体障害者手帳1・2級及び体幹3級、

愛の手帳1・2度、精神障害者保健福祉手帳1級

→対象者：9,180人（R3.8.1現在）

②自力では避難が困難で、名簿登録を希望する住民（毎月更新）

・次の要件に該当し、登録希望申請をした者を登録する。

【要件】75歳以上の単身世帯もしくは75歳以上の高齢者のみの

世帯の者、要介護もしくは要支援の認定を受けている者、

身体障害者手帳・愛の手帳・精神障害者保健福祉手帳

保持者、難病医療費受給者など他の基準に準ずる者

→対象者：1,993人（R3.8.1現在）

● 名簿の種類

・避難支援等関係者への名簿情報の提供に関する同意・不同意

によって、名簿を分けて作成している。

①平常時の名簿：名簿の提供を同意している者だけを掲載

→登録者：5,159人（R3.8.1現在）

②災害時の名簿：名簿の提供を同意、不同意合わせた全員を掲載

→登録者：11,173人（R3.8.1現在）

※災害対策基本法の規程により、災害発生時若しくは、災害発

生のおそれがある場合にのみ避難支援等関係者に提供できる。

● 名簿の提供先となる避難支援等関係者

・避難支援等関係者：警察署、消防署、自主防災組織(町会・自治会

＝希望する組織のみ）、民生・児童委員、高齢者あんしんセンター

・避難支援等関係者が、いざという際になって提供された災害時

の名簿をきちんと活用できるかといった懸念がある。また、そ

の名簿の具体的な提供方法が決まっていない。

・実態として自力での避難が難しい状態にあるにも関わらず名簿

の登録から漏れてしまっている方が存在する可能性がある。ま

た、逆のケースの可能性もある。

・区からの避難行動要支援者名簿の活用についての説明が十分で

ないこと等から、約半数の自主防災組織が平時の名簿の提供を

希望していない。

・要支援者の方で、名簿提供への同意がなかなか得られない方が

いる。

・避難支援等関係者同士が協議する場がなく、名簿登録者を複数

の避難支援等関係者で連携して支援する仕組みができていない。

問題・課題

支援計画への反映

・関連する支援計画の主な項目は下記と想定される。

No.④ 避難行動要支援者名簿の作成と活用 他

資料５
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３ 北区避難行動要支援者名簿に基づく「個別避難計画」

・避難行動要支援者名簿に登録されている要支援者のさらなる避難支援の充実のため、北区では、平成30年度から、高齢者（要介護

3～5）を対象に、要支援者ひとりひとりに対応した「個別避難計画」の作成に着手した。

・国では、先行して「個別避難計画」の作成に取り組んできた自治体における成果の検証等を経て、令和3年に災害対策基本法を改

正し、自治体に対し、「個別避難計画」の作成を自治体の努力義務とした。

● 個別避難計画の作成者

・高齢者の総合相談支援・個別課題解決機能・ネットワーク構築等といった、高齢者あんしんセンターの機能を活用することとし

て、高齢者あんしんセンターに作成委託を行っている。

現 状

・個別避難計画作成対象者の根拠となる避難行動要支援者名簿の整

理が必要（「避難行動要支援者名簿の問題・課題」参照）。

・現在作成している個別避難計画は、震災を想定しているため、水

害時にも対応できる内容とするための見直しが必要。

・避難支援実施者を確保していく必要がある。

・個別避難計画作成に係る組織体制の整備が必要。

・要支援者に見合う避難場所（福祉避難所等）が確保できていない。

・避難場所への移動手段・方法（福祉避難所への直接避難）の検討

が必要。

問題・課題

支援計画への反映

・関連する支援計画の主な項目は下記と想定される。

No.④ 個別避難計画の作成と活用

No.⑦ 災害時における避難支援 他

● 個別避難計画の支援対象者

・名簿登録者のうち、要介護3～5の登録者に対して実施した。

→委託数：1,931件（R3.1.1現在）

（内訳）個別避難計画着手件数：1,760件、未着手：171件

個別避難計画作成件数：964件

返却：796件（死亡、施設入所、作成拒否、転居など）

● 個別避難計画の避難支援実施者

・個別避難計画に避難支援実施者は記載していない。

● 個別避難計画の配布先

・平常時は区が保管し、災害時に避難支援等関係者に

対し配付することとなっている。

４ 避難確保計画

・平成29年6月の水防法・土砂災害防止法の一部改正に伴い、避難確保計画の作成、訓練等の

実施が義務づけられたことを受け、北区は、平成30年3月に要配慮者利用施設を指定した。

・平成30年度に対象施設に対して説明会を実施し、荒川の氾濫を想定した避難確保計画の作

成を依頼した。

・令和元年台風19号の経験を踏まえ、区内の通所型施設においては概ね、大型台風の上陸・

接近の可能性が生じた段階で、早期に施設閉鎖を行うよう運営方針を見直している。

● 対象とした要配慮者利用施設数及び避難確保計画の作成状況

・令和3年3月31日現在の対象施設数及び計画作成状況は、下記の通りである。

→対象施設数：232施設

うち、計画作成数：170施設

現 状

・すでに避難確保計画を作成している施設においては、令和2年3月に区が策定した「大規模水害時の避難行

動の基本方針」を踏まえて、計画を再検討する必要がある。また、再検討の際に「大規模水害時の避難行

動の基本方針」策定以降に内閣府・東京都が示した考え方を踏まえる必要がある。

・特別養護老人ホームなど自力での避難が困難な者が入居しているような施設は移動時のリスクや手段を検

討する必要がある。また、施設にとって実効性のある計画の作成が難しいため、計画作成の進捗が進まな

い状況がある。

・特別な配慮を必要とする施設入所者に適した避難先を確保する必要がある。

・避難訓練が未実施の施設も多いため、計画に基づいた避難訓練の実施促進方策を検討する必要がある。

・近年の水害時における施設の運営方針変更や他自治体の取扱いを踏まえ、対象施設の再確認が必要である。

・荒川氾濫の浸水想定区域内の他に、他の河川（石神井川・隅田川・新河岸川など）の浸水想定区域内や土

砂災害警戒区域内にある施設ついても計画作成の対象とする必要がある。

・対象施設について、平成30年以降に設置された施設を新たに対象とする必要がある。

・令和３年の災害対策基本法の改正による避難情報発令の変更を反映した手引き等の見直しが必要である。

問題・課題

支援計画への反映

・関連する支援計画の主な項目は下記と想定される。

No.⑥ 避難確保計画の作成と活用 他

● 指定施設の種別

＜北区が対象としている施設＞

老人福祉施設、有料老人ホーム、認知症対応型老人共同生活援助事業の用に供する施設、

身体障害者社会参加支援施設、障害者支援施設、障害福祉サービス事業の用に供する施設、

保護施設、児童福祉施設、障害児通所支援事業の用に供する施設、児童相談所、幼稚園、

小学校、病院、診療所（有床のみ）等

＜北区が対象としていない国通知による対象施設例＞

地域活動支援センター、母子・父子福祉施設、中学校、高等学校、診療所

北区の現状と課題 資料５
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５ 福祉避難所等要配慮者施設

● 要配慮者の避難先

・地域防災計画において、北区では要配慮者の避難先として次の施設を指定している。

①福祉避難室

小・中学校等の避難所等内の教室等を利用して、要配慮者に配慮した専用の避難スペースを設置する。

→総数57ヵ所、大規模水害のおそれ時に設置22ヵ所

②福祉避難所（通所型）

特別な設備等がないと生活を送ることが困難な要配慮者のうち、日頃から各施設に通所している障害者や障害児を対象とする。

→総数13ヵ所、大規模水害のおそれ時に設置4ヵ所

③福祉避難所（介護型）

特別な設備等がないと生活を送ることが困難な要配慮者のうち、専門的なケアを要する介護度が高い者を対象とする。

→総数16ヵ所(現在改修中の上中里つつじ荘を除いた数)、大規模水害のおそれ時に設置7ヵ所

④福祉避難所（補完型）

②③に該当しないその他の要配慮者を対象とする。

→総数26ヵ所、大規模水害のおそれ時に設置11ヵ所

現 状

・避難を必要と想定される方の人数に対し、十分な避難場所が確保

できていない。

・近年、要配慮者の方が福祉避難所へ直接避難できる形に方針を転

換している自治体も見受けられるところであるが、北区において

は、要支援者と一般の方と混同する恐れ等から、福祉避難所名の

積極的な公表を行わず、一旦高台水害対応避難場所に来てもらう

取り扱いを原則としている。その他、高台水害対応避難場所から

福祉避難所等への移動手段の確保などについて、運用にあたって

は課題がある。

・要配慮者に必要な特別な設備を有する福祉避難所の確保が難しい。

・スクリーニング基準については、簡易な作業の中で、適切な対象

者を選別できるよう現在検討の途上にある。

問題・課題

支援計画への反映

・関連する支援計画の主な項目は下記と想定される。

No.⑤ 個別避難計画の作成と活用

No.⑥ 避難確保計画の作成と活用

No.⑧ 避難所における避難支援 他

● 福祉避難所等の周知

・原則、施設名等は公開していない。

● 避難方法

・基本的には、避難所等に避難後、スクリーニングを実施し、福祉避難所等に移

動する形を検討している。

・一部の通所型福祉避難所については、通所者の直接避難も検討している。

北区の現状と課題 資料５
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・荒川の氾濫が想定される場合、区では、高台水害対応避難場所と併せて、高台にある福祉施設等を活用して、要配慮者を受け入れ

るための福祉避難所等を開設することとしている。

・受入れ可能人数の内訳は、高齢者及びその介助者等約1,500人、障害者及びその介助者等500人、さらに妊産婦の受け入れ可能な避

難場所の開設を予定

・区立小中学校等に開設する高台水害対応避難場所においても、特別な配慮を必要とする避難者を受けれるための福祉避難室を設置

することを想定している。



６ 避難支援等関係者における平時からの備え・取り組み

・要支援者に対する働きかけについて、行政等 と 地域にお住いの避難支援等関

係者の役割が明確になっていない。

・地域活動に積極的に関与し、避難支援等関係者としての活躍が期待できる人材

が不足している。

・要支援者にあっては、地域活動等への参加が消極的な方もあり、地域にお住い

の避難支援関係者等と顔の見える関係づくりが構築できていない。

・区では、マイ・タイムライン作成普及に取り組んでいるところであるが、区が

令和2年3月に策定した「大規模水害時の避難行動の基本方針」及び区の避難方

針が、避難支援等関係者に対しても十分に理解されていない。

問題・課題

支援計画への反映

・関連する支援計画の主な項目は下記と想定される。

No.⑦ 災害時における避難支援 他

北区の現状と課題 資料５
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〇避難支援等関係者に対し、区が期待する役割

区では、今後要支援者の個別避難計画策定の際に、大規模水害時において実効性のある避難支援体制の構

築・確認に取り組む一方で、地域にお住いの避難支援等関係者に対して、避難行動要支援者名簿を配付し、

以下のような役割を担っていただくことを期待している。

・要支援者の方の生活状況を把握する。

・要支援者に登録されている方以外に、地域にお住いの方で自力での避難が難しい方を更に把握する。

・要支援者の方が、町会・自治会をはじめ地域にお住いの方との顔の見える関係づくりの構築を働きかける。

・要支援者の方と話し合いの場を持ち、いざ大規模水害の発生が懸念される場合に誰が支援してくれるか

について確認する。また、避難の際にどのような持ち物が必要か等について確認する。さらに、要支援

者の方が、防災・気象情報を確実に入手するためにどのようにしたらよいかを確認する。

・家族や近隣にお住いの方、自主防災組織の役員・民生委員等による支援だけでは、高台にある安全な場所

への移動が困難な症状の重い方については、高齢者安心センターにつなぐ等、いざという際の避難手段に

ついて準備・検討が進められるようにする。

・自主防災組織（町会・自治会）等が行う避難訓練（高台水害対応避難場所まで歩いて移動する等）への

要配慮者の方に対する参加の呼びかけを行う。

現 状

７ その他 公助として行政が行うこと

現 状

１．情報発信

・防災行政無線及び聞き取りにくい場合のフリーダイヤルによる確認サービスを実施する。

・北区メールマガジンによる防災気情報のE-mail及びＬＩＮＥアプリでの配信サービスを実施する。

・避難支援等関係者に対する戸別受信機での情報発信を行う。

・聴覚障害者の方を対象とした戸別受信機による文字情報の配信を行う。

２．水害ハザードマップ、公共施設等への荒川氾濫時の浸水深表示シールを掲示する。

・荒川氾濫を想定したハザードマップについては、令和3年度に避難場所の変更を反映した修正を行う。

・石神井川・新河岸川・隅田川の氾濫を想定したハザードマップについては、令和3年度に最新の予測を基に全面的

な修正を行う。また、高潮を想定したハザードマップを新たに作成する。

・令和2年3月に、荒川の洪水の際の浸水深を表示したシールを公共施設等163施設に掲示した。

３．避難場所の拡充

・区内高台にある国や東京都が所管する施設に対する避難場所設置の働きかけを行う。都営住宅については、空き部

屋（年度ごとに変更となる）を避難場所として活用できる協定を締結した。

・国・東京都・近隣自治体とも連携し、他自治体への広域避難について検討を進めている。

・大規模なスペースを有する区内民間施設に対しても、避難場所としての利用について協力を求めていく。

４．高台への移動手段について

・区は、平成29年度に区内タクシー・バス事業者8社(令和3年に3社が追加)と「災害時における緊急輸送協力に関す

る協定」を締結している。

５．防災教育、防災普及リーダーの育成等

・令和元年度よりマイ・タイムライン普及リーダー育成講座を開催し、地域や所属する団体等において、適切かつ迅

速な避難行動を呼びかけることができる人材の育成を行っている。（現在、認定された方は59名）

・北区防災ボランティアの募集や、北区NPOボランティアぷらざが開催する防災リーダー育成講座との連携を図るなど

人材育成に努めている。

・区が現在用意している情報伝達手段をもってしても、避難情報等の入手

が困難な方がいる。（デジタルディバイドなど。現在、北区メールマガ

ジン登録者は約3万1千人）

・総じて、住民の方の荒川氾濫等の水害に対する関心・意識へ決して高い

といった現状にはなく、浸水深表示シールの設置をさらに増やすなど、

周知・啓発に向けたさらなる取り組みが必要である。

・避難場所の新規開拓にあたっての区職員のマンパワーが不足している。

また、区高台にお住いの方々と連携した取り組みが十分に進められてい

ない。

・協定を締結した区内タクシー・バス事業者とは、具体の運用を検討する

ため、定期的に訓練等を実施する必要がある。

・区の登録ボランティア等については、「災害時においては弱者救済に貢

献したい」といった思いはあっても、避難支援者等関係者として活躍で

きていない方も存在する。

問題・課題

支援計画への反映

・関連する支援計画の主な項目は下記と想定される。

No.⑦ 災害時における避難支援 他
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区民意識調査の実施・分析方針（案） 

 
１．目的・実施方針 
【目的】 

要配慮者および支援者の大規模水害避難に係る意識について、的確に把握する。 
 

【実施方針】 
アンケート実施にむけた実態把握のため、個別ヒアリングにより、要配慮者またはその家族および支援

者の大規模水害避難に係る意識について質問の方向性を把握する。 
その後のアンケートより、意識の傾向を定量的に把握・分析する。 

 
２．ヒアリングについて 
（１）実施対象 

【要配慮者】 
基本方針のセグメント区分を考慮し、避難行動要支援者名簿掲載者またはその家族等に対して実施す

る。 
表 1 基本方針のセグメント 

基本方針のセグメント 

避
難
行
動
要
支
援
者
名
簿
登
録
者 

区
指
定 

要介護認定 3～5  

障害手帳総合等級 1級・2級および体幹の 3級 

愛の手帳（1・2 度） 

精神障害者保険福祉手帳 1級  

希
望
者 

75 歳以上の単身世帯もしくは 75 歳以上の高齢者のみの世帯  

要介護もしくは要支援の認定を受けている方  

身体障害手帳を持っている方  

愛の手帳を持っている方  

精神障害者保健福祉手帳を持っている方  

難病医療費受給者など、上記に準ずる方  

その他：妊産婦、外国人居住者、6歳未満の未就学児 

基本方針には含まないが、その他の候補： 

ペットを飼育している方、鍵っ子、傷病者 

 
 
 
 
 

資料 6 
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【支援者】 
直接的な支援者、または支援者になりうる方が所属している組織等の代表者を対象とする。 

表 2 想定される支援者組織および支援者 
区分 想定される支援者組織（支援者） 
防災 消防団（消防団員）、防火女性の会（会員） 

社会福祉 社会福祉協議会（職員）、北区民生委員児童委員協議会 

高齢者福祉 
地域包括支援センター（専門職員）、ケアマネの会（ケアマネージャー）、 
訪問介護事業所（介護ヘルパー）、高齢者福祉施設（職員） 

障害者福祉 相談支援専門員職能団体（専門員）、障害者支援施設（職員） 
学校教育 各種学校、幼稚園（教職員）、PTA（会員） 
児童福祉 学童保育、保育所（職員、保護者） 

地域 ※1 
自治町会（会員）、商店会連合会（会員）、商工会議所（会員）、 
事業協同組合※2（会員）、NPO・ボランティア団体（会員） 

※1 多様な性別・年齢から意見をうかがえるように留意する（特定の年齢に偏らないように） 
※2 JA・建設業・ガソリンスタンド・生協等を想定 
 
（２）実施方法 

・対面、Web などを想定   
※新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえて検討 

 
（３）実施時期 

・令和４年９月頃～   
※第１回検討委員会後より順次開始 

 
（４）内容 

・要配慮者と支援者のマッチング、円滑なエンゲージメント、地域の情報共有について 
・区、福祉専門職、支援者、要配慮者の連携などにおける課題について 
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３．アンケートについて 
（１）配布対象 

【対象と目標回収数】 
要配慮者： 
表 1 基本方針のセグメントを考慮し、浸水想定区域内の要配慮者を対象に実施する。 

表 3 基本方針のセグメントごとに想定される人数 
基本方針におけるセグメント 人数 

避
難
行
動
要
支
援
者
名
簿
登
録
者

※1 

区
指
定 

要介護認定 3～5  4,261 

9,076 

11,492 

障害手帳総合等級 1 級・2 級および体幹の 3 級 5,090 
愛の手帳（1・2度） 487 
精神障害者保険福祉手帳 1 級  198 

希
望
者 

75 歳以上の単身世帯もしくは 75 歳以上の高齢者のみの世帯  1,152 

2,416 

要介護もしくは要支援の認定を受けている方 （データ補正） 1,195 
身体障害手帳を持っている方  202 
愛の手帳を持っている方  56 
精神障害者保健福祉手帳を持っている方  69 
難病医療費受給者など、上記に準ずる方  24 

そ
の
他 

妊娠届提出者（再交付を含む） ※3 3,039(3,084) 
外国人居住者 ※2 21,977 
6 歳未満の未就学児 ※2 16,146 
ペットを飼育している方（数量は犬の登録頭数） ※4 8,520 

鍵っ子、傷病者 人数不明 
※1避難行動要支援者名簿は、令和３年７月１４日時点   ※2住民基本台帳は、令和３年４月１日時点 

※3妊娠届提出数は、令和２年４月１日～令和３年３月３１日の期間での提出数 ※4犬の登録頭数は、令和３年７月１３日時点 
 
支援者 ：  
表 2 想定される支援者組織および支援者を考慮し、北区全域を対象に実施する。 

 
【目標回収数】 

アンケートの正確性を確保するために必要なサンプル数を設定する。 
母集団の規模を「避難行動要支援者名簿登録者数の 11,492 人」とした場合、 
サンプル必要数は、約 400 程度（信頼度 95%、許容誤差 5％）となる。 

 
【配布数】 

回収率を 40％程度と見込み、配布数を設定す

る。 
サンプル必要数を 400 と設定した場合は、

1,000 部配布する。 
※参考：あきる野市における障害者の方を対

象としたアンケート調査の回収率（43%程度） 
図 1 あきる野市におけるアンケート調査事例 
  

参考：あきる野市障がい者計画 
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（２）配布・回収方法 

【アンケート媒体】紙  【配布方法】戸別郵送、ポスティング 
【回収方法】返信用封筒で郵送、FAX、Web、区役所窓口 など 

※回収率を上げる工夫として、アンケートとは別途、はがきを郵送することも検討 
 
（３）実施時期 

【実施時期】令和３年 11月中旬～ 
※回答期間は、約３週間程度を想定 
※第２回検討委員会（令和３年 11月上旬予定）にて、内容確認 

 
（４）内容 

・要配慮者：セグメント区分ごとに、避難に係る意識・課題・懸念事項、必要な支援の傾向、支援者の有

無、地域との関わり（社会的孤立の状況※参考資料参照） など 
・支援者 ：地域活動、福祉活動への参加状況、自身の水害時の備え・行動、支援の意向・課題・懸念事

項、時間帯ごとの行動状況 など 
 
４．分析方針について 
・アンケート・ヒアリング結果より、支援者・要配慮者の意識や懸念事項等を集計・分析する。 
・要配慮者の中でも、地域等との関わりが希薄な社会的孤立者や、要介護度が高いなどの特に支援を要す

る方への対策を検討することも考慮する。 
 
５．取りまとめ方法について 
・分析結果をもとに、報告書を作成し提出する。提出は、紙ベース及びデータによる。 
・分析結果は、北区大規模水害避難行動支援計画に反映する。 
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参考資料 社会的孤立者について 

・ 社会的孤立者としては、近所づきあいがない、または疎遠な個人、または家庭を想定（独居、引きこ

もりの息子と高齢の母、シングルマザーと子供など）する。 
・ なお、厚生労働省では、生活困窮者 孤立者の現状について、単身世代・未婚・中途退学・不登校・就

職も進学もしていない若者（ニート・フリーター・ひきこもり）・非正規雇用・日雇労働者・ホームレ

ス等の状況分析に基づき、生活困窮者や孤立者の現状を分析している。その中では、家族以外の人と

交流のない人の割合について、国際的にも日本が高いことが示されている。 

  

出典：生活困窮者 孤立者の現状（厚生労働省） 
上記では、家族以外の友人、同僚、その他の人（協会、スポーツクラブ、カルチャークラブなど）

との交流が全く無いあるいはほとんど無い人が示されており、これを、社会的孤立と捉えると、以下

のような立場の方が想定される。 

 

⇒買い物や食事等日常生活に必要な最低限度の外出は行うが、友人がおらず、職場等もなく、地域に

おける交流もないまたは疎遠。 
⇒訪問介護や生活保護、保育園・幼稚園・小中学校など何らかの公的サービスを受けている場合や民

生委員やソーシャルワーカーには相談できている状態でも、友人がおらず、職場等もなく、地域にお

ける交流がないまたは疎遠。 
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要配慮者利用施設の避難確保計画作成における課題 

１．北区の避難確保計画の作成状況 
  平成 29 年 6 月の水防法・土砂災害防止法の一部改正に伴い、避難確保計画の作成、訓練等の実施が

義務づけられたことを受け、平成 30 年 3 月に要配慮者利用施設を指定した。 

  平成 30 年度に対象施設に対して説明会を実施して、避難確保計画の作成を依頼した。 

 

（１）対象施設数：232 （２）計画作成済み施設数：170（73.3%） ※令和３年３月 31 日現在 
 

（指定施設の種別） 

老人福祉施設、有料老人ホーム、認知症対応型老人共同生活援助事業の用に供する施設、身体障害者社会参加

支援施設、障害者支援施設、障害福祉サービス事業の用に供する施設、保護施設、児童福祉施設、障害児通所

支援事業の用に供する施設、児童相談所、幼稚園、小学校、病院、診療所（有床のみ） 

 

（対象施設の指定条件） 

  災害対策基本法では、浸水想定区域や土砂災害警戒区域内に位置し、地域防災計画に施設名称及び所

在地が定められている要配慮者利用施設と定義しており、北区は水防法の荒川浸水想定区域内の要配

慮者利用施設のみを指定している。 
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２．問題点、課題 
（１）避難方針について 

（問題点①）： 

  区の「大規模水害時の避難行動の基本方針」では、高台避難を推奨している。 
  一方で、内閣府において、高台避難が難しい場合に、屋内に留まることも可能な条件（例）が公

表された。東京都でも、内閣府の公表を踏まえて検討が行われている。 
【屋内に留まることも可能な条件（例）】※出典：水害からの広域避難に関する基本的な考え方（令和３年５月・内閣府） 

・以下の３点が確認できた場合、浸水の危険があっても自宅に留まり安全確保することも可能。 

① 家屋倒壊等氾濫想定区域外 

② 浸水深より居室が高い 

③ 浸水継続時間が 3日未満（水が引くまで備品等で対応可能） 

  上記条件を踏まえても、区の大部分が水平避難が必要なエリアであるが、一部が屋内に留まるこ

とも可能なエリアに該当する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⇒避難確保計画を提出している施設の計画の多くが、令和元年度に策定した「大規模水害時の避難行

動の基本方針」策定前に提出したものなので、基本方針が反映されていない計画もある。 
⇒該当エリア内施設が避難確保計画を作成、または見直しをする際に、避難の考え方がわからず、混

乱が発生する可能性がある。 
 
（課題①）： 

  区の基本方針の考え方が基本となるが、内閣府、東京都の動向を踏まえて、区における該当エリ

ア内施設の避難方針の検討・明確化が必要である。 
 
  

図 東京都北区洪水ハザードマップ（浸水継続時間） 

～荒川が氾濫した場合～ 
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（２）計画の実効性について 

（問題点②）： 

  特別養護老人ホームなど自力での避難が困難な者が入所しているような施設では、対象者の避難

時の移動や避難場所に滞在する際、身体への負担が大きく、リスクが生じる可能性がある。 

  また、実際の避難誘導に必要な人手や移動手段などが十分に確保されていない可能性がある。 

⇒避難確保計画の作成への意味を見出せず、作成しても、実際の避難につながらない可能性がある。 

 
（課題②）： 

  避難時のリスクや施設の現状を踏まえて、避難誘導体制（避難確保計画）を検討することが必要

である。 
  施設入所者に配慮した避難先（避難場所）を確保することが必要である。 

表 高齢者入所施設の定員数 
区分 要配慮者利用施設数 定員 

老人福祉施設 7 628 
有料老人ホーム 10 452 
認知症対応型老人共同生活援助事業の用に供する施設 9 153 

  出典：北区（令和 2年 8 月） 

 

（３）計画に基づいた避難訓練について 

（問題点③）： 

  全国の洪水に対する避難確保計画の作成率は平均 62.2%（R2.10）であり、区における計画の作成

率は 73.3%（R3.3 時点）である。 

  しかし、全国的に、計画に基づいた避難訓練については実施率が 23.7%（R2.10）と、計画作成率

と比較し低い状況である。 

⇒PDCA サイクルが構築されず、計画の実効性の確保や継続的な見直しが困難な状況である。 

 
（課題③）： 

  計画に基づいた避難訓練の実施促進方策を検討することが必要である。 

 
図 水防法等に基づく要配慮者利用施設における取組状況 ※出典：国土交通省 HP 
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（４）対象施設について 

（問題点④）： 

  前回、対象施設を整理したのは平成 30年３月時点。（北区地域防災計画改定時） 

  一方で、前回の対象施設整理以降、東京都浸水予想区域図が更新及び追加された。 
※神田川流域（H30.3）、隅田川及び新河岸川流域（R3.3）、石神井川及び白子川流域（R1.5）、高

潮浸水想定区域図（R2.7） 
⇒浸水範囲内に含まれる施設が新たに増えた可能性がある。 
  近年の水害被害の大規模化によって、要配慮者利用施設の運営方針が変化している。 

  ⇒平成 30 年度に作成した要配慮者施設の種別ごとの指定の確認が必要である。 
 

（課題④）： 

  施設の新設・統廃合、東京都浸水予想区域図の更新を踏まえ、対象施設の更新が必要である。 
  要配慮者利用施設の種別ごとの指定について、他自治体の取扱いを踏まえ、検討が必要であ

る。 
 

（５）計画作成促進ツールについて 

（問題点⑤）： 

  区では、国土交通省の「避難確保計画作成の手引き」などを参考に、平成 30 年８月に、区独自の

「避難確保計画作成の手引き」や「避難確保計画のひな形」などを公表している。 

  一方で、国土交通省では、令和２年６月に「避難確保計画作成の手引き」などを更新した。また、

令和３年５月の災害対策基本法改正に伴い、避難勧告と避難指示の一本化など、避難情報の改善

が行われた。 
  区でも、令和２年３月に作成した「大規模水害時の避難行動の基本方針」や、来年度に策定予定

の「北区大規模水害避難行動支援計画」にて、避難方針を検討している。 

⇒区の「避難確保計画作成の手引き」や「避難確保計画のひな形」において、国の動向や区の最新の

取組みが未反映である。 

 
（課題⑤）： 

  国の動向や区の最新の取組みを踏まえ、区の「避難確保計画作成の手引き」や「避難確保計画の

ひな形」を更新することが必要である。 
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（ ３ ） 女性の労働力率の現状

① 北区における女性の年齢別労働力率の推移

女性の年齢別労働力率は、 結婚・ 育児にあたる 3 0 ～3 9 歳にかけて低下が見ら れる、 いわ

ゆる「 M 字カ ーブ」 を描いています。 平成 2 7 年は平成 2 2 年と 比べて、 3 0 歳代、 4 0 歳代

の労働力率が高く なり 、 「 Ｍ字カ ーブ」 は緩やかになっ ています。  

図 女性の年齢別労働力率の推移 

② 北区における女性の未婚、 既婚、 死別・ 離別別労働力率の推移

女性の労働力率について、2 5 ～4 9 歳では、既婚の労働力率は 6 0 ％台から 7 0 ％強ですが、

未婚、 死別・ 離別の労働力率は 8 0 ％台後半～9 0 ％台と なっ ており 、 大き な差があり ます。  

図 女性の未婚、既婚、死別・離別別労働力率の比較 

出典：平成27年度　国勢調査
※労働力率は、労働力人口を労働力の総数から労働力状態「不詳」を引いた数値で割った値である。

※「死別･離別」は、死別者数と離別者数を足した数より算出している。
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①女性の年齢層別労働力人口
　 出典： 北区子供子育て支援計画2020
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②在宅介護者の男女比
出典： 北区地域包括ケア推進計画のためのアンケート 調査結果報告書

参考資料２






